
られてしまう。
　このため、潤沢な労働力を前提に、電気工事各社で
は受注量の変化に合わせて柔軟に対応できる、施工の
外注化に拍車が掛かった。外注化が進むことで、元請、
下請、孫請といった重層構造がより明確となったもの
の、結果的に、電気工事各社の収益力に大きな格差が
生まれるに至った。
　そうした状況に置かれていた電気工事業界のなか
で、施工を担う電成テクノは 1976 年（昭和 51 年）に
設立された。オイルショック（1973 年・昭和 48 年）後、
3 年を経た時期である。施工を内製化することで、施
工品質の向上と工事粗利益率の上昇が期待できるが、
一定の受注量を確保できなければ、固定費負担が重く
なり、共倒れに陥るリスクもある。それだけに、盤石
な営業力が不可欠となる。
　2 代目社長の内藤幸一前社長（故人）は、生前、取
材した中で、「労働集約型の電気工事業界で、施工を
担う技能者の社会的地位は低い。だからこそ自ら独立
して経営者になりたいと思うだろうし、独立できない
社員においても、気持ちは同じである。施工部門を独
立させることによって、技能者として入社した社員が
経験を積み、職長となって、さらに会社の幹部に就く
ことが可能になれば、社員にも自ずと自負が芽生える」
と話していた。その後、電成グループの中核である電
成社は、現在の地に移り、それまで本社があった跡地

施工会社・電成テクノとメンテナンス会社・電成リエ
ンジを抱える強み
　電成社は、電成グループの中核をなす会社で、グルー
プ内には電成テクノ、電成リエンジがある。
　電成社が営業、現場管理を行うのに対し、電成テク
ノは施工を担い、電成リエンジはメンテナンス・改修
工事を手掛けている。電成社の創業は 1955 年で、設
立は 1965 年（昭和 40 年）。現在の内藤真弘社長は 3
代目である。
　一般的に、元請となる電気工事会社は自ら営業して
受注を確保し、現場を管理するものの、施工に関して
は、施工を中心とする労務提供型の協力業者に依存し
ている。少子高齢化によって労働力が不足すると以前
から予測できたものの、電気工事市場で実際に労働力
不足が顕在化し始めたのは 5～ 6 年前からである。そ
れまでは、就業者の高齢化が進んでいるとはいえ、労
働力を確保できていたため、ほとんどの電気工事会社
は、施工に関しては協力業者に外注して、現場を収め
ていた。
　電気工事業は請負業であることから、経済の変化に
ともなう建設投資の拡大や縮小によって、個々の会社
の業績は大きく左右される。自ら営業を行って、現場
を管理し、さらに技能者（電工）を雇って施工してい
る会社にとって、受注が減少した時の固定費負担は極
めて大きなものとなり、ケースによっては赤字を強い

　受注構成ではゼネコン、サブコン工事のウエートが
高く、今期に関していえば全体の 80％を占める。残る
20％が直需、戸建、メンテナンス工事で占められ、官
庁工事はゼロとなっている。
　「今期、令和 2 年 5 月期の完工高は 10 億円をやや下
回る」、と内藤真弘社長は言う。大型工事が仕掛となっ
て来期に持ち越されることが主因だが、今期の完工高
を 10 億円とすると、前期の完工高が 10 億 7958 万円
であるから約 7％の減収ということになる。
　ただ、受注に関しては堅調に推移している。受注が
堅調である背景には、ゼネコンおよびサブコンといっ
た安定した得意先からの受注がある。今第 4 四半期の
受注は、大手ゼネコンおよびサブコンからの受注が奏
功して 2 億 6400 万円と、前年の 9400 万円に比べて
180％増となった。第 3 四半期も、同様の動きによっ
て同 84％増の 2億 2500 万円を確保している。
　この結果、今年 5 月までの受注は、ゼネコン・サブ

に電成テクノ、電成リエンジの本社ビルをそれぞれ新
築した。「社員の思いと、家族が訪れることを気遣っ
た」、と内藤前社長が述懐していたことを思い出す。
　人口減少とともに、人口動態から勘案して最低でも
今後 15 年間にわたって若年労働力が漸減していく状
況のなかでは、従来の外注化による施工力の確保と
いった捉え方を見直す必要性が高まってくる。内藤前
社長は、「これまでは、営業・現場管理を主体とする
電成社が電成グループをリードしてきたが、これから
は、施工を主とする電成テクノの時代がやってくる」
と吐露していたが、電成グループとしての優位性をい
かにして高めていくかは、3 代目社長・内藤真弘氏の
経営手腕にかかっている。

受注は好調で、第 4 四半期末の手持工事は前年比
47％増の 10 億円

まで人員的な理由で受注を手
控えざるを得なかった公共工
事への入札を増やしていく考
えでいる。同時に、働き方改
革の実施に向けて、社員一人
当たりの生産性を高めるため
の動きや、工事品質のさらな
る向上を目指した教育の充実
を図っていくとしている。
　今回、新たな人事を行い、
役職者を増やしたのは、そう
した意図によるところが大き
い。内藤幸一前社長は、強い
リーダーシップで電成グルー
プを長きにわたって牽引する
など、トップダウンによる経

営を実践してきたが、内藤真弘社長は、ボトムアップ
による意思決定を重要視している。
　

定点観測項目
①第 3 四半期（令和元年 12 月～令和 2 年 02 月）の受
注
2018/12 ～ 2019/02　1 億 2280 万円
2019/12 ～ 2020/02　2 億 2540 万円　　
伸び率　83％増

②第 4四半期（令和 2年 03 月～ 05 月）の受注
2019/03 ～ 2019/05　9450 万円　　　　　　　　　　
2020/03 ～ 2020/05　2 億 6400 万円
伸び率　179％増

③来期および再来期の受注環境は厳しくなる

④観測の根拠
新型コロナウイルス感染が拡大したことで、先行きの
経営環境に対する不透明感が産業界全般に広がり、建
設投資にも大きな影響がでてくる

コンからの案件 8 億 2200 万円に戸建、メンテナンス
など 2 億円を含めた 10 億 2200 万円となり、前期の総
受注額 6億 9200 万円に比べて 47％増となっている。

来期、再来期は厳しい受注環境を迫られる　　
　今期（令和 2 年 5 月期）の受注が好調な背景には、
前述したようにゼネコン、サブコンからの受注が増え
たことが挙げられるが、主因は、第 1 四半期（令和元
年 6 月～ 8 月）にゼネコンから受注した大手菓子メー
カーの大型建替工事にある。当該メーカーとは長年に
わたって直接取引を行っているが、今回の建替工事は
ゼネコン経由での仕事となる。今年、新たに第二期工
事が始まるが、これに関しても受注することが既に決
まっている。
　現状の受注量に関しては、大型建替工事が大きな軸
をなしていることは間違いない。内藤社長が「今期は
ともかくも、来期、再来期の受注環境は厳しくなる」
と捉えているのは、こうした背景があるためである。
　ましてや、コロナ禍の影響で、今後の動きがより不
透明になっているだけに、その思いは強い。このため、
ゼネコン、サブコンへの営業を強めるとともに、これ
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　　　  来期、再来期は厳しい受注環境を迫られる
     ～株式会社電成社の代表取締役社長・内藤真弘氏に聞く～

　国内の建設投資は1992年（平成4年）にピークの84兆円を迎え、2010年（平成22年）の42兆円で底打ちとなり、
2013年（平成25年）以降、上昇に転じている。建築市場と相関にある（屋内）電気工事市場も、2013年以後、市場環境
の改善が顕著になり、個々の電気工事会社の収益力は強まり、市場は新たなステージを迎えている。
　新たなステージでは、従来と大きく異なる動きがある。人口減少という構造的な要因による供給力減退の顕在化
である。少子高齢化によって国内の労働力が減退するなか、さまざまな産業界で人手不足感が台頭し、電気工事会社
を含め、新規労働力の確保が難しくなっている。人口減少が加速するとともに経済の成熟化が進む、新たなステージ
で電気工事市場はどのような推移を見せていくのだろうか。
　市場を俯瞰することは大切で、国土交通省が毎月定期的に行っている各種統計データの重要性は今後さらに高ま
っていく。ただ、市場を構成する個々の企業の動きを見ることも重要である。弊紙は、同じ電気工事会社であっても、
事業規模や得意先構成などによって各社の受注環境はそれぞれ異なる、と捉えている。
　大手、中堅、その他の電気工事会社の受注状況に関する取材を四半期ごとにお願いし、さまざまな同一項目に対す
る定点観測を行うことで、電気工事市場の推移をみていく。
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